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2019年2月13日 『街角景気』は現状が悪化、先行きは改善 
2019年1月25日 日銀は『展望レポート』で物価見通しを引き下げ 

2019年2月15日 

（No.2,508） 
〈マーケットレポートNo.6,432〉 

日本の10-12月期『実質GDP』は小幅にプラス 
国内総生産（GDP）は、国内で一定期間にどれだけの財やサービスが生み出されたかを示し、経済活動の

規模や動向を総合的に示す指標として用いられます。中でも、物価変動の影響を取り除いた『実質GDP』が

注目されます。2018年10-12月期の日本の『実質GDP』成長率は、前期比＋0.3％と、小幅なプラス成

長となりました。また、2018年は前年比＋0.7％と7年連続のプラス成長となりました。 

10-12月期の『実質GDP』は小幅なプラス成長 
2018年は前年比＋0.7％、大雪や自然災害に見舞われたものの底堅く成長 

個人消費と設備投資が2本柱となり成長をけん引する見込み 

個人消費は＋0.3％と底堅い 
外需の寄与度はマイナス 

 10-12月期の『実質GDP』成長率を需要項目別に見る

と、雇用所得環境が引き続き堅調なことから、個人消費

が前期比＋0.6％となり、前期（同▲0.2％）から持ち

直して、成長をけん引しました。また設備投資は、同

＋2.4％と前期（同▲2.7％）から増加したものの、前

期の減少を取り戻す程度にとどまりました。 

 外需については輸出が小幅な増加にとどまった一方で、輸

入が大きく増加したことから、『実質GDP』への寄与度は

▲0.3％となりました。 

 2018年10-12月期の『実質GDP』成長率（速報値）は前期比＋0.3％（前期比年率＋1.4％）と、

小幅なプラス成長となりました。また、名目GDP成長率は、同＋0.3％（同年率＋1.1％）でした。 

 2018年の『実質GDP』成長率は、前年比＋0.7％と前年（同＋1.9％）から減速しました。2018年は

年初から大雪に見舞われたほか、夏場に相次いで自然災害が起こるなどの下押し要因がありました。しかし、

個人消費が底堅く、設備投資も堅調に増加したことが景気を下支えしました。 

 先行きについては、中国や欧州で景気減速が続くと見られることから、今後も輸出の低迷が懸念されます。

一方、内需については根強い人手不足が解消されない中、引き続き雇用所得環境の堅調さは続くと期待

され、個人消費は底堅く推移すると見込まれます。また、企業の設備投資は省力化や5月に控える改元、

秋に予定される消費増税などに向けたシステム投資といった需要が見込まれ、底堅く推移すると見られます。

3月1日には、企業の設備投資など動向がわかる法人企業統計調査が公表される予定であり、これにより

GDPが2次速報値として改定されることからも注目されます。 

’18年10-12 
月期 

+0.3％ ’18年1-3 
月期 

▲0.2％ ’18年7-9 
月期 

▲0.7％ 

’18年4-6 
月期 

+0.6％ 

（注）数字は前期比。 
（出所）内閣府の発表を基に三井住友アセットマネジメント作成 

【日本の実質GDP成長率】 
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